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1 .序論

伝統的な主流政党が迎過している選挙の苦境に比べて、新興小党である緑の

党は1970年代に社会巡動から政党に転換して以来、驚くべき政治成果を上げ続

けている。それは地方議会において重要な政治的影轡力を持つだけでなく、国

政レベルにおいてもますますZ重要な政治的役割を果たし、さらに執政連合の成

立と解散に直接的に影轡を与えている。同時に、欧州統合の持続的な深化に伴っ

て、緑の党も「欧州化」しつつあることから、グローパノレグリーンズの成立は

緑の党が陸際政党政治における重妥な構成要素となりつつある。

こうした、緑の党の成長史を見ると、比較的短い期間で、社会運動から政党

へ、腐縁的な政党から主要な政党への2回の飛躍を実現していることがわかる。

これは政党政治の発展史では比較的珍しいことである。したがって、緑の党の

台頭という政治現象を社会科学的に解釈することは必要であるだけでなく、理

論的な怒義のある学術的試みでもある。

(1. 1)研究対象と背景

20世紀後半、工業化と都市化の持続的な推進に伴い、人類の生活が遭遇する

環境危機が顕在化した。米習の著名な学者R・カーソンとローマクラブは、

人類にエコロジー危機の撃事鎖を鳴らした。これまで、エコロジー問題は国際政

治の争点として注目を集めるだけでなく、民衆が大きな関心を寄せている政治

議題でもある。こうしたエコロジー観念の強化に伴い、 20世紀70年代から、

「線の政治Jの風潮がヨーロッパ大陸を席巻し始めた。具体的には、環境保護

を政治的な訴えとする社会運動がヨーロッパ諸民で広く台頭しており、エコロ

シ一連動も含め、反戦運動とフェミニズム運動も含まれている。この広範な社

会的・政治的運動の中で、環境保護を中心的な政策主張とする緑の党が誕生し

た。線の党は「緑の政治」の中心的なアクターとなっているだけでなく、今や
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多くのヨーロッパ国では無視できない政治勢力として主流政党の主導的な地伎

を脅かしている。

例えば、イギリス、フランス、ベノレギー、フィンランド、 Jレクセンブノレ夕、

ドイツ、ポルトガJレ、スウェーデン、アイノレランド、オーストリア、オランダ、

スイス、デンマー夕、スベイン、イタリア、ノノレウェ一、ギリシャというヨー

ロッパの17カ国において緑の党はすでに、正統化(1昭timation)の数出と編

入(incorporation)の敷活を相次いで乗り越えた。換言すれば、これらの緑

の党はすでに正統的な政治勢力として選挙アリーナへ進出できるようになって

いる。

そして、西欧11カ国のうち、ベルギー、スイス、フィンランド、ドイツ、ノレ

クセンプノレ夕、オーストリ 7、イタリ 7、スウニιーデン、アイルランド、オラ

ンダ、フランスでは、緑の党が代表 (representation)の敷居を跨いで、議会

政治において大きな影響力を発揮しつつある。

ヨーロッパの政党政治における緑の党の強いパフォーマンスは、かつての政

治学者の予測に反するものであった。

1980年代に一部の政治学者は、緑の党の出現は基本的に1970年代で起こった

西欧各国の函内の経済危機とエコロジー危機に対する一種の「政治的なパック

ラッシュ」であり、経済が回復して環境が改善されたときに、緑の党が依然と

してこれまでの強いパフォーマンスを持続できるかどうかは疑わしいと考えて

いた。したがって、彼らは緑の党の台頭は一時的な政治現象に過ぎないと予言

した (Burklin，1985; Alber， 1989)。しかし、国内経済の好転と環境ガパナ

ンスの効率化に伴い、緑の党の姿はヨーロッパ政党政治の舞台から姿を消した

ことではなく、むしろさらなる発展を成し遂げた。

1978年から2000年の聞に緑の党はフィンランド、イタサア、フランス、ドイ

ツ、ベノレギーにおいて棺次いで多数派権力 Cexecutive power)の敷居を越

えた。これは緑の党が議会政治だけでなく、その国の政治社会の構造的大変革
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を起こすことができるということも意味する (Lipset& Rokkan 1967~2007: 

210)。典型例としては、ドイツにおいて1993年に 2つの緑の党が合併し、 11の

州議会入りを果たし、連邦議会でも49議席を獲得した。その後、 1998年の総選

挙でドイツ緑の党は社会民主党と「赤線連盟」を結成し、連邦政府への進出に

成功した。外交、環境保護、衛生という 3つの大臣ポストを獲得したドイツの

緑の党は、国内政治に大きな影響を与えられる重要な政党となった。ほぼ同じ

11寺婦に、緑の党はヨーロッパ17カ国の国民議会で総計206名の議員を持ち、 EU

15カ国中の12カ国において連立与党の地位に就いていた。

国内レベルだけでなく、超国家レベルでも緑の党の台頭は際立つたと言える。

1999年6月に緑の党は欧州議会の626議席のうちの47議席を手に入れたが、

2010年代に入ってから、緑の党はいくつかの国で空前の成功を収めた。表 lが

示すように、 2019年5月23日から26日まで行われた欧州議会選挙では、ドイツ

の緑の党の得票率は2014年に比べて2倍に増加し、社民党を破って与党のキリ

スト教民主悶頭 (CDU)に次ぐ第2党へと成長した。フランスでは「ヨーロッ

パ・エコロジー=緑の党Jは13.5%の禁を獲得し、第3党として、伝統的な主

流政党である中道右派の共和党と中道左派の社会党の両方をリードするように

なった。さらにイギリスでは、緑の党の得票は前回と比べて 2倍に増加し、

12.4%の得票率を獲得した。この3カ盟主以外、オーストリ 7、アイルランド、

オランダでも、緑の党の得票率は大体2桁である。こうして、緑の党は現在25

カ国以上の図で国会議席を獲得し、もはや無視できない政治勢力へ転身したと

言える (Grant& Tilley 2019)。
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表 1 欧州議会選挙での得緊率変化

2014年(百) 2019年(覧)

オーストリア 14.52 (4{立) 14.80 (4イ立)

ベルギー (ECOLO) 4.26 (8{立) 7.60 (6位:)

ベルギー (Groen) 6.69 (7イ立) 7. 57 (7イ立)

デンマーク(日 11.00 (4{立) 13.23 (3位)

フィン~7 /'ド 9.30 (6イ立) 16.00 (2イ古)

フランス 8.95 (5イ立) 13.47 (3イ立)

ドイツ 10.7 (3イ立) 20.50 (2位)

ハンガリー 5.04 (6イ立:)

アイノレランド 11. 37 (2イ立)

イタリア 2.32 (7f立)

日トアーア 6.61 (7位) 12. 56 (3イ立)

ノレクセンプノレク 15.01 (2イ立) 18.91 (3位)

オフンダ 6.98 (8イ立) 10.90 (5イ立)

ポノレトガ ノレ 5.46 (6 {iL) 

スウエデン 15.41 (2イ立) 11.52 (4位}

イギ日ス 7.67 (4{立) 11.78 (4イ立)

出所:European Pa山 meah内容に基づき著者による作成

表2 西欧の緑の党の選挙パフ才一マンス

国政選挙での平均得束中(%)

国家 初めて国会に逃 1980s 19905 20005 20105 議席数(2020前

出(ff笹府をとる) のjl[近の選挙)

オーストジア 1986 4.8 6. 0 10.3 10.0 26 

ベノレギ '" 1981 6.0 10.9 7. 3 6. 8 8 

フィンアンド 1983 2.7 6. 9 8. 2 9. 1 20 

フフンス 1997 7. 1 3.8 4. 9 1 

ドイツ 1983 6.9 5. 1 9. 1 8. 7 67 

アイスフンド 1999 9. 1 14.9 14.6 11 

アイノレフンド 1989 1.5 2. 1 4.3 2. 3 2 

イタリア 1987 2.5 2.7 2.1 

ノレクセンプノレク 1984 5.8 9.8 11. 6 10.1 6 

オフンダ 1989 4. 1 5.4 5. 6 6.0 14 

スウエデン 1988 5. 5 4.3 4.9 6.2 16 

スイス 1979 3.4 5.4 9. 2 15. 5 44 

イギリス 2015 2.7 l 

チzコ 2006 6. 3 2.8 。
ハンガリ 2010 5.5 8 

出所 Manifesto Project Dataset Cversion 2020b)の内容に基づき著者による作成
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以上から、ヨーロッパにおける線の党の台頭は「線香花火」のような一時的

な現象ではなく、持続的に安定した政党政治の現象であることが分かる。同時

に、上記のようにヨーロッパ諸国における緑の党の発展の状況を務理した上で、

緑の党の発展にあるいくつか異なるパターンも見つけることができるだろう。

つまり、ドイツの緑の党の強さに比べて、フランス、イギリスなどの国の緑の

党の成長は相対的に「穏やか」である一方、スベインやノノレウェーといった国

では緑の党の類似する発展は見られなかった。

なぜ、近年では緑の党がヨーロッパにおいて大きな協進を遂げたのか、そし

てなぜ、一部の国における緑の党の鰭進はより自立ったのか、緑の党の発展の

異なるパターンを引き起こした要因はいったい侭なのか。本研究ではこれらの

質問に沿って、既存の文献をレビューすることを通じて、答えを探ることにし

たい。それに加えて、本研究では、これまでの研究の知見と不足を務理した上

で、今後の緑の党に関する研究の方向性を提示してみる。

(1. 2)研究固的と構成

本文の研究目的は、政党の組織精進を中心的な要素としたことに加え、マク

ロレベルにおける社会文化的な要素と、ミクロレベルにおける政治制度的な要

素と有権者の要索に対する分析を通じて、緑の党の台頭の要因を探ることにあ

る。

本論文は4つの小節から構成吉れる。第2節では「需要側」の論理に沿って、

特にマクロレベルの社会的・経済的・文化的な変動による有権者選好の変化か

ら、線の党の台頭の要因を考察する。第3節では、選挙制度、主流政党との競

争関係といった外部的ないし内部的「供給側Jの論理に基づき、緑の党の台頭

の要因を分析する。最後に第4節では、これまで得られた知見をまとめたよで、

将来の緑の党研究に関して展望し、未解決な問題を提示する。
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2. i需要領Uの論理有権者の選好の変化

古参の緑の党に関する研究からみると、緑の党の台頭要因の分析を需要目lか

ら展開し、主に社会大衆の政治需要の変化に焦点をさ当てている。一般的に、新

興政党は十分な有権者市場を得るためには、有権者の新たな利益訴えと政治的

期待を満たすべきである。そのため、有権者の選好に対する需要側分析を重視

し、社会学的分析アプローチを用いて人口構造と社会階j留の分析を主張する研

究が主流である。このことから、人口構造の変化と社会分裂の変化が政党政治

を形作っていることが指摘されている (LipsetAnd Rokkan 1967)。また、

有権者個体の行動は個人利主主得失の影響を直接受け、有権者は個人利益に直接

関連する生存要因(例えば環境や健康)を投票することも緑の党に社会的支援

を提供している。

「需要側j分野か古是供する因果解釈メカニズムの論理的出発点は、工業社会

の脱工業社会への転換に伴い、脱物質主義的価値観が新興有権者l習の主流価値

観となりつつあることである。この価値観は自己表現、自主、言論の自由、性

別平等と環境保護主義のような非物質的自擦をより重視し、環境保護、フェミ

ニズムなどの新興政策議題を生み出し、緑の党の台頭に文化的支持を提供した。

しかし、既存の政党は有権者閣の選好変化に適応できないことが多い。これに

より形成された政治空間は緑の党の台頭に必要な社会生態を提供している。全

体的に言えば、需要側研究は通常緑の党の興隆原因を客観社会経済文化の変化

に帰者する。以下では、「需要側Jの論理に基づいた研究を概綴する。

(2. 1)政党と社会関係の分析

政党と社会関係の系統的な分析を試みたのはリプセットとロッカンの「社会

的亀裂檎造」理論である。この理論によれば、早期の国家発展と産業革命が社

会を異なる社会集屈に分割し、民主政治の到来に伴い、これらの社会亀裂は政
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党政治の形で政治化しつつあると考えられている。「支配文化ー従属的文化」

(中心周辺)、「政府教会J、「第一次産業ー第二次産業J(都市-j農村)、「労

働者…雇用者・所有者」の4大社会鼠裂がヨーロッパ政党発展の境界を構築し

た。彼らはまた、 11960年代の政党システムは依然として二十年代の社会的E亀

裂に基づいている」とし、社会的亀裂の「凍結」の可能性について言及した

(Lipset And Rokkan 1967)。

ワプセットとロッカンの主阪は1970年代以降徐々に挑戦を受けるようになっ

た。すなわち、伝統的な亀裂が以前よりも投票行動の決定論的ではなくなった

ように見えたため、部分的に「凍結解除」された (Pedersen1979)というの

である。その係閣についての議論はさまざまであるが、一つの議論は、階級の

所属に関連する理論である。歴史的に、労働者階級として特定する人々は左派

または左派の政党に投票する傾向があり、一方、より強い経済的立場にある人々

は政治的スベクトノレの右側の政党に投票する傾向がある。イングノレハートは、

特に中間j留での笛の増加が投票行動につながり、政党の所属はもはや主に階級

に基づいていないと主張している。これは、左右の亀裂の継続的な存在に疑問

を投げかける一方で、環境や移民に関する懸念など、階級以外の要因に基づい

て投票する余地も残している。

(2. 1. 1)脱産業化社会における価償観の変化

1977年に、イングルハートは「静かなる革命Jを出版し、イギリス、フラン

ス、ドイツ、イタリ 7、オランダ、ベノレギーの 6カ国を調査した上で、欧米社

会において、従来の「物の鐙かさ」を重視する物質主義的価値観とは異なり、

「心の盛かさ」をより強調する、いわゆる「脱物質主義的価値観」を抱える有

権者が、特に若年閣の中でよく見られていると述べた。イングJレハートは、こ

うした価値観の変化はより広範な社会文化的な転換を引き起こし、この社会文

化的な転換はさらに新たな政治的な変化を生じさせると考えている。
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間警はマズローの欲求階j夜理論を応用し、ある国家の民衆の欲求階層構造は、

この闘の緩済発展、産業化及び教育の水準と直接的に関連すると考えている。

発展途上国では、生理的な需要と「物質的」な安全に対する需要は圧倒的に重

要であり、より高いレベノレの需要の重要性は小さい。一方、欧米の先進産業社

会では、第二次世界大戦後に生まれた若い世代にとって経済的繁栄と平和は

「当たり前のことJであり、より高いレベルの需要、なかでも自己表現と個人

の自由への追求を強調し始めていた (Inglehart2015)。

表3 6カ国での価値空イプごとの伝統的な左翼政党支持，

ヱュー・ポリティヴス政党支持， 1970~87年

政党のタイプ 価値タイプ中の各政党支持のパセント

(物質主義者の 1970年 1973 &:f- 1976........78年 1979.......81年
割合の多い順)

物質 脱 物質 脱 物質 脱 物質 脱

伝統的左翼甜党

共産主義政党 3 8 4 10 5 13 7 10 

社会主義政党 35 40 31 46 33 42 34 42 

ニューーポ担テ

ィクス諸党

新左翼政党 1 11 l 7 l 8 2 10 

エコロジスト政 l 3 2 10 

党

小民政政党 2 2 l 2 l l 

右翼および中道 61 40 64 36 60 32 55 27 

結党

1982.......87年

物質 脱

7 7 

33 47 

i 6 

3 14 

l 

54 26 

出所:Ronald Ingleha同 (1990): Culture shift in advanced industrial societv (村山

陪'lIi雅文.1富沢克訳による)P. 235 

その後、イングJレハー卜の説は緑の党の出現在説明するために使用され始め

た。彼は rCultureShift in Advanded Industrial Society~ (1990)の中で、
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「緑の党」の出現と台頭は、 l助物質主義的価値綴と緊密に関係していると指摘

している (Inglehart1990 : 369)。イングルハートの脱物質主義理論は、世代

交代に伴い、脱物質主義的価値観を持つ有権者の規模が大きくなり、経済的争

点を中心とした古い政治は、社会文化的争点を中心とした新しい政治に転換し

つつあることを示している。言い換えれば、イデオロギーがもはや従来の一次

元的対立紬に沿ったものではなく、二元的なものとなったということを意味し、

各政党も二次元的な政治安聞で有権者の獲得をめぐって互いに競わなければな

らなくなった。緑の党は脱物質主義的価値観の普及の機に乗じて台頭した代表

的な新民l政党であるため、イングJレハートの学説は礁かに緑の党現象に理論的

な支持を提供している。

しかし一方で、イングルハートの学説に関しては異議がないわけでもなく、

一部の学者は以下のように反論をしている。まず、緑の党の支持者の中には、

いわゆる物質主義者も多数存在する。次に、スベイン、日本などの国ではj助物

質主義的価値観の「普及度」は高いものの、強い緑の党は現れなかった (Hig

uchi. Ito. Tanabe& Matsutani. 2010)。さらに、 Carter(2007)は、緑

の政治の興隆はある程度、物質主義的価値観によって促進された結果であると

指摘している。つまり、原発、食品安全、大気汚染のような問題の多くは、人々

の安全と健康に関わる事であり、脱物質主義的な問題というより、むしろ物質

主義的な問題ではないだろうか、という反論を展開することも可能である。

(2. 1. 2)社会階層構造で生じた変化

イングノレハートの学説に対して、政党の所属は依然として階級に基づいてい

ると主張する学者もいる (Duff.A.. &Cotgrove. S.1982; Offe. C.1985; 

Morrison& Dunlap 1986 ; Mu?ller-Rommel 1990 ; Rootes& Richardson 

1995)。

伝統的な製造業の萎縮とサービス業の成長は社会階層構造の重大な転換を引
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き起こした。伝統的なブルーカラー労働者階級の規模縮小とは対照的に、ホワ

イトカラー労働者の規模は拡大していた。これらの相対的に教育と収入レベル

が高く、より専門的な職業に従事するホワイトカラー労働者、また「新しい中

間厨」は、その伝統的な政党に対する党派心は低い (Bell1973 ; Gouldner 

1979)。こうして、 1990年代前後の緑の党に関する研究の多くは、欧米先進諸

国の社会階層構造での変化に着目し、「新しい中間隠」の出現と規模拡大は緑

の党の台頭の lつの重要な原動力であるとしている。また、このl時期に行われ

た世論調査の多くも、緑の党の支持者は他の政党の支持者に比して、比較的に

年齢が低く、教育レベノレと世俗化の程度が高く、しかも公共部門で働いている

ホワイトカラー労働者が多いという結果を得た。このことは、社会階層で生じ

た変化から緑の党の台頭の原因を探ることの正しさを証明した (Muller-

Rommel 1990 ; Richardson& Rootes 1995)。

Dolezal (2010) はさらに、新しい中間閣を 3種類に分類し、管理者

(managers)、技術専門家 (technicalexper同〕、「社会文化専門家 (social-

cul tural specialists) Jに分類し、社会文化専門家の環境保全への支援がはる

かに高いことを発見した。管理者は会社のような紹織構造の中で生存し、相対

的に保守的であるが、技術専門家と社会文化専門家は自分の専門に依存し、相

対的に凋放されており、また、社会文化専門家は非標準化方式で相互作用する

顧客の影響を受けやすいため、社会文化専門家は環境友好、移民友好の態度、

親ヨーロッパなどの緑の党の特色を表現しやすい。 Dolezalは、環境政党への

投票には、若い、高等教育を受けた、社会文化専門家や学生、都市の、宗教を

あまり信仰しない、環境、自由主義、親移民の態度と関係があるという重聖書な

構造的な構成部分があると主張している。

要するに、社会階厨構造での変化、特に規模が拡大しつつあってきたホワイ

トカラー労働者に代表される新しい中間層、特に社会文化専門家と、エコロジ一

政党との悶に「同盟関係」が形成し、この政党群の台頭に安定的な支持基盤を
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提供していると言える。

(2. 2)反核運動

以上に考察したマクロレベルにおけるお:会文化的、経済的な構造変動を除い

て、 1960年代後半、とりわけ1970年代に入ってから白熱化した反核運動は、緑

の党の発展を説明する上で極めて重要なミクロレベルの要素である (Neil，C 

2007)。

確かに、国際的社会運動としての脱原発運動が、 1970年代にアメリカとヨー

ロッパの政治的景観を席巻した。いくつかの習では、原子力発電の紛争は、技

術論争の肢史の中で前例のない強吉に達した (Kitschelt1986)。ドイツでは、

第一次石油危機の前後に原発建設計画が大幅に拡大された頃から、 l良村部での

関発事業に反対する連動が組織されるようになった。

また、 1975年から1977年まで原発建設の予備工事の着工を止めようとして反

対運動が続々組織され、開発事業の予定地を占拠した。オランダやフランスな

と‘の国での反対運動との連携も広がった。しかしその後、第二次石油危機の影

響が及ぷにつれて原発推進派が盛り返し、 1982年には一時的に原発の発注が再

開された。 1986年の、ノ述・チェノレノブイリ原発事故に却応して、原発反対派が

褒4 反原発デモの参加者数上位8位

西ドイツ

1979年10月 150，000 

2 1979年3月 110，000 

3 1981 f手2f) 110，000 

4 1977年2月 60，000 

5 1977年9月 50，000 

6 1986年5月 50，000 

7 1986年6月 50，0日目

8 1986年10月 50，00日

出所本田宏 2005，p.73 
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世論上で著しく優勢となり、原子力の推進に賛成する人対反対する人の比率は

1986年に66%対24%、1988年に70%対11%となった(本田宏 2005)，[!!jドイツ

の反原発の人数は表4に示している。

既存の多くの事例研究は、「緑の運動」のほとんどが反抜運動に由来するこ

とを示唆している。例えば、仲井斌 (1986)は[!!jドイツの北部に位霞するニー

ダーザクセン州の原発反対住民巡[VJは新しいエコロジ一政党の結成に受り、西

ドイツにおけるエコロジ一政党の最初の地方議会進出を果たしたと述べた。ド

イツの他、オーストリアとスウェーデンにおいても、原発反対運動が緑の党の

出現の直接的な原殴であるとされる (Root田 1995)。

Schumacher (2014)は有権者個人の緑の党への投票行動に影線する要因を

分析したロ彼は有権者の住所と原発とのE凶iを測定し、災害に巻き込まれたり、

放射線を浴びたりすることに対する人々の潜在的な恐怖感を測る指数を作成し

た。分析の結果によれば、指数が高ければ高いほど、有権者の緑の党への投票

の可能性が高いということが分かったロこれは、計盤経済学的手法をもって原

発に対する有権者の態度と緑の党への投票との因果関係を証明した初めての研

究である。

さらに、単一事例研究に加え、近年では多君主問の比較研究も同様の結論を得

ている。例えば、 GrantとTilley(2019)は、戦後から45年間に32カ国で行

われた347聞の議会選挙を分析した上で、緑の党の勢力伸張とその図の環境問

題をめぐる紛争の激しさとの聞に有意なiEの相関関係があり、環境巡勤の激し

さが高ければ高いほど、緑の党の選挙パフォーマンスが良いと結論付けた。

要するに、以上のような需要側の諸要因による説明は、有権者選好をマクロ

レベルとミクロレベルの2つの側面から分析したものに区分できる。マクロレ

ベルの側面については、 I1品物質主義的価値観の普及と社会階厨構造の変化に基
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づいて有権者の緑の党への投票行動が解釈された。ミクロレベル側面について

は、反核運動を中心としたエコロジ一連動が緑の党の躍進の触媒となったこと

がわかった。

マクロレベルでもミクロレベルでも、第二次世界大戦後の西欧諸国の「栄光

の30年Jは最も重要な社会経済的な背景である一方、社会経済的な要因だけで

緑の党の台頭の現象を説明することは十分であるとは言いがたい。なぜなら、

現実政治から克れば、すべての国では緑の党が台頭したわけではなく、言寄婆側

の論理は国家間の手目途をあまり考慮していないからである。このため、緑の党

の台頭の要因を説明するためには供給側の要因も考察する必要がある。

3. i供給側」の論理一政治的機会構造と政党戦略

政治的機会構造 (POS: political opportunity structure)はもともと社会

連動研究でよく見られる概念であるが、これを新しい政党の台頭を解釈するた

めに最初に応用したのはおtschelt(1986， 1988， 1990)である。彼によれば、

需要側の要因というより、むしろ供給側の要因としての政治的機会構造、なか

でも選挙制度の特徴と政党間の「競争空間」の大小は線の党に代表されるよう

な「左派リパタリアン政党J(Left眠LibertarianParty)の「巡命Jを決めて

いる。供給侭lの要因は、制度的枠組みなどの外部要因と、組織の特性などの内

部要因にさらに分けることができる。これを受けて、以下ではこの 2つの点に

隠する研究を概観してみよう。

( 3目 1 )外部要因.政治的機会構造

(3. 1. 1)選挙制度

選挙制度と政党政治の関係について有名な「デュヴェノレジェの法則」

(Duverger' s rule)によれば、小選挙区は 2大政党制をもたらすが、比例代
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表f右IJは多党制の形成を促す。この法則からすれば、新興政党の台頭にとって比

例代表制の方が有利である。

確かに、小選挙区制のもとでは死票が増える。なぜかと言えば、主流の 2大

政党に比べて、「当選の見込みのない」新興政党への投票は「無駄」だからで

ある。結局、有権者の新興政党への投票窓欲が低く、新興政党自身の選挙出馬

の動機も低下する。対照的に、比例性が高い選挙制度としての比例代表制の下

で規模が相対的に小さい新興政党は当選しやすい。

イギリスなどの小選挙区制を採用するアンダロサデソン国家と比較して、比

例代表制が主流である西欽の大陸国家では緑の党の勢力伸長が顕著であること

は、新興政党の発展に選挙制度が非常に重要な役割を果たすことを証明する。

例えば、 ReddingとViterna(1999)の研究では、西欧の12か国の緑の党を

含む小政党に対する調査を通じて、緑の党が選挙で大きな成功を収めたすべて

の国は比例代表制度を採用していると述べた。また、 Tavits(2006)の研究で

も、比例代表制は新興政党の台頭のための必要条件であるという結論を得た。

しかし他方で、比例代表制を採用しつつ、緑の党が依然として伸び悩む国も

存在するため、選挙制度だけで緑の党の選挙パフォーマンスを解釈することは

不十分であると古れている (Muller1998)。この点に関しては、選挙フォー

ミュラ/議席決定方式 (electoralformula)、選挙区の規模 (district

magnitude)、投票用紙の構成 (ballotstructure)、投禦の回数 (Tiers)、議

席獲得の「敷居J(Thresholds) と候補者に対する選好 (PreferencesFor 

Candidates)など、多積多様な組み合わせによって、同じ比例代表情IJが採用

古れでも、上記の諸要素の異なる組み合わせによって、比例代表制が新興政党

の発展に与えうる影響は異なりうることが、多くの研究者によって指摘されて

いる(例えば、 Rae1967 ; Blais & Massicotte 2002)。

さらに、 Selbとおtuctin(2010)は、スイスの緑の党の考察に基づいて、
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褒5 選挙制度類製

国名 下続 上院

イタ担ア 直接選挙・比例代表制(拘束 直接選挙比例代表制(拘束名簿

名簿式比例代表制) 式比例代表制)

スペイン 直接選挙比例代表制(拘束名 直接選挙その他の制度(制限速

簿式比例代表mリ) 記制)

ベルギー 直接選挙比例代表制(非拘束 斑接選挙比例代表制(非拘束名

名簿式比例代表制) 簿式比例代表制)

スイス 直接選挙比例代表1IllJ(自由名 直接選挙選挙制度は州ごとに異

有事式比例代表制) なる

チェコ 直接選挙比例代表制(非拘束 直接選挙多数代表制(小選挙区

名簿式比例代表制) 二回投w.，制)

ポフンド 直接選挙 a比例代表制(非拘東 直接選挙多数代表制(完全速記

名簿式比例代表制) 制)

フランス 直接選挙多数代表í!~J (小選挙 間接選挙

区二回投累flilJ)

アイノレランド 直接選挙比例代表制(単記移 職能代表制+大学選挙区代表出i

務式比例代表制) +首相任命日時

オランダ 直接選挙比悦代表制(非拘束 間接選挙

名簿式比例代表制)

イギリス 直接選挙多数代表制(単純小 任命i削+世襲íI~J

選挙IK制)

ドイツ 直接選挙混合11司(小選挙区比 任命illU各州政府

例代表併用制)

オーストリア 直接選挙比例代表制(非拘束 州による選任

名簿式比例代表制)

一院制を採用する国

スウェーデン 直接選挙・比例代表制(非拘束名簿式比例代表11m

フィンフンド 直接選挙.比例代表制(非拘東名簿式比例代表制)

ハンガリ 直接選挙.混合WIJ(小選挙区比例代表組合せ型)

出所 佐藤令. (2011).諸外国の選挙制度 類型・異体例・制度一覧.翻査と憾報，

(721)， 1.14 
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選挙制度と新興政党の関係についての既存研究の多くに方法論的または概念上

の欠陥があると考えている。つまり、第一に、既存の研究は主に国政レベルの

選挙制度に着目し、地方レベノレにおいて異なる選挙制度が新興政党にいかなる

影響を及ぼしうるのかということを無視している。第二に、それらの研究で使

われている主要な変数としての有権者の要求と候補者の「反応」を反映するデー

タはあまり正確ではない。第三に、既存の「実証モデルJ(empirical models) 

は研究対象の時間と空間の差異を見逃したことなどは挙げられている。聖書する

に、選挙制度と新興政党の関係を研究する際には、国家レベルと地方レベルの

差異を念頭に霞いておく必要があると指摘されているのである。

(3. 1. 2)政党間競争

政党間競争と言えば、アンソニー・ダウンズの「空間競争モデJレ」に言及し

なければならないだろう。 1957年にダウンズは政党間競争を分析する際に、地

理学上の「距離」の概念をイデオロギー上の距離の概念に変換し、政党が最も

多くの票を獲得するために取るべき政策位援を予測するモデルを構築した。彼

によれば、二大政党側の下で得票最大化を実現するために、二大政党の政策位

置は共に「中位投票者J(Black 1948)の位置に収赦する傾向がある (Downs

1957 )。ダウンズの「空間競争モデル」は政党研究で最もよく使われている理

論の 1つである (Enelow& Hinich 1984 ; Kitschelt 1994)。

ダウンズの理論からすれば、主流政党の政策位置/イデオロギーが収飲すれ

ば、それらの政党が選挙市場に「空白」を残し、新興政党の進出と成功に機会

を提供した (Arzheimer & Carter 2006 ; Norris 2005)0 Carter (2007)は、

ドイツの緑の党は1980年代のドイツ政党政治のイデオロギー的座標軸における

左側の「政治的真空」をうまく利用して選挙で成功した一方、 4つの政党に織

成される左右両翼の二大プロックに特徴つ、けられていた問時期の7ランスでは

そういった「政治的真~J が存在しなかったため、フランスの緑の党の発展が
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阻害されたと言及した。

そして、 Meguid(2005)は、政党間競争の空間における争点の分布は重要

でありながら、ダウンズの「空間競争モデル」は「争点顕出性J(i田ue

salience)と「争点所有権J(Issue Ownership)という 2つの婆紫を無視して

いると指摘している。具体的には、争点顕出性について、例えば経済危機や自

然災害などの特定の状況が発生する場合、これまで政党間競争を影響している

諸争点の重要性は低下し、有権者が逆に経済問題や環境保設などの争点により

関心をもつようになるかもしれない。言い換えれば、争点の「顕出性」の変化

は政党間競争のダイナミックスに影響を与えうる。また、各政党も争点の顕出

性を「主動的」に操作することができ、しかも政策位置が不変であっても、自

らがある特定の争点、を「所有」すること、すなわち、もし自らがこの争点を解

決する能力が他の政党に比べてより高いと有権者に承認される場合、有権者は

自らを支持する可能性が高い。

加えて、「争点顕出性」と「争点所有権」の他に、 Meguidは「ニッチ政党」

(niche party)や新興政党の台頭に影欝を与えうる要素には主流政党の「態

度」というものもあると主張した。つまり、主流の大政党はニッチ政党に直面

して、軽視的(Dismissive)、対抗的 (Adversarial)と協調的 (Accommodative)

という 3つ戦略を取ることができる。 1つ自はニッチ政党の政策主張を単純に

無視することを意味する。 2つ目はニッチ政党の政策主猿に直接的に反対する

ことを意味する。 3つ毘はニッチ政党の政策主張を採択することを意味する。

さらに、西欧の緑の党の発展に関して、 Meguidによれば、左右両爽の主流政

党は緑の党の政策立場に敵意を示した場合にのみ、緑の党が唱える争点の顕出

性の大小は緑の党の選挙パフォーマンスに影響を与える一方、仮に主流政党が

協調的戦略を採択すれば、緑の党への支持は逆に減少する。

ただし、 Me富山dの研究に対して、 GrantとTilley(2019)は、 32か国の緑

の党の選挙パフォーマンスの分析を通じて、主流政党の戦略が緑の党の発展に
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大きな影響を与えている証拠はほとんどないと主張する。その理由として、

Meguidの分析が1980年代から1990年代の約2C年間にとどまり、この時期の緑

の党は未だに新興政党であると同時に、数も少なかったことが挙げられる。緑

の党の出現初期には、主流政党が緑の党が掲げる瑛境主義を「盗む」ことは容

易であり、緑の党の生存空間を搾取してそれを失放させやすい。しかし、時間

とともに主流政党が緑の党の環境主義を「盗む」ような協調的戦略を採用する

「限界効果jが低下し、緑の党の台頭への影響はますます小さくなっていくと

指摘された。

総じて言えば、従来の外部の供給自¥1)の研究は主に選挙制度と政党間競争とい

う2つの外部嬰因を強調してきた。選挙制度について、比例代表制は緑の党の

台頭に一定の「方使」を提供できることが分かった。政党情競争に測する理論

によれば、主流政党の政策的収数による政治空間の「空白jは緑の党の台頭に

有利な条件を作った。これに加えて、主流政党の政党i淡路も緑の党の成敗を説

明する上で重要である。

しかし、これまでの研究はいくつかの間題を未だ十分に説明していない。例

えば、比例代表制を採用しているいくつかの国で緑の党の台頭は依然として見

られない理由は何であろうか。比例代表制の中にも議席決定方式、選挙区の規

模、投票用紙の構成などの要素の異なる組み合わせによって様々な下位類裂が

あるため、これらの下位類型が線の党の台頭を以下に影線するのか、緑の党が

選挙で畷進したばかりか、ドイツ、フィンランドなどの国で長い間政権与党の

経験を持っている線の党も数多く存在している現在では、主流政党の戦略は緑

の党にいかなる影響を与えうるかなど、残されている課題は多い。

(3. 2)内部要因・政党の組織構造

内部供給制uの観点から見ると、政党や社会運動だけが社会経済プロセスと外
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部政治条件の消極的な結果と見なすことはできない。逆に、彼らは自分の運命

の創造者である。

緑の党の家族には共通の目標と原則があり、関欧とオセアニアの多くの緑の

党は1970年代と1980年代の新社会運動 (NSM)環境に共通の起源を持ってい

る。反核運動によって構成される広範な環境、平和、と左翼団体連合はドイツ、

フランス、 Jレクセンブノレ夕、フィンランド、オーストリ 7、スウェーテ'ンにお

ける緑の党の形成の触媒である(緑の党は原発反対の函民投票巡動から台頭し

ている)。新社会運動活動家は緑の党成立の重要な源であるため、反核運動か

ら環境政党への政党発展過程は、底辺民主主義を堅持する組織や行動様式と持

続可能な社会を提唱する理念が同様に重要であることを緑の党の家族に意識さ

せた (Carter2013)。言い換えると、底辺民主主義は重要な原則である。

問柴泰治らは、西ドイツ緑の党の組織構造を分析して、次のように述べた。

「緑の党の組織構成原理は「底辺民主主義的Jという概念で表現した。これは、

一般党員の意思が最高のものであり、党役員や党所腐議員は、その意思決定を

忠実に実行すべきであるとの理念を表現しており、分権的組織、直接民主主義

的制度と親和性が高い。この理念は、一般党員の5主体的意思を無視した党役員

や党所属議員の自律的行動を防止する権力分散措霞、例えば、①所属議員と党

執行役員の短取ローテーション、②議員織と党役員搬の厳格な兼務制限、③複

数指導者制、④党決定への強い議員拘束として具体化されている。J(間柴泰治

と波巡斉志 2005)。

Carter (2013)は1990年代から2000年代までの16カ国の緑の党を比較分析

したところ、線の党の政策理念にも大きな変化はないことを指摘したロ 2C年前、

ドイツの緑の党の i4つの校」をめぐって設立されたグリーンプラン'生態持

続可能性、底辺民主主義、社会正義、非暴力であり、現在でも各国の緑の党は

悶じ理念を維持している。彼らはより広範な左爽秘習を制定し、急進的な自由

主義者の立場をより伝統的な「社会主義J問題(例えば、福祉国家の拡大や教
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育)と組み合わせるとともに、国際主義、反腐敗、軍国主義、民主主義と権力

の委設を促進するなど、より早い優先順位を提起したが、彼らも環境保護を第

ーにし続けている。

緑の党は依然として創立当初の共同目様、つまり底辺民主主義と環境問題を

堅持して、このような政党の組織変革の流れは伝統の主流政党と大差がある。

伝統的な大衆政党についてロベルト・ミヒェノレス(1911)が提起した「築頭制

の鉄則」は、成立時に高度な集権的構造を持たない政党が最終的にますます集

権化し、より顕著な努;占集権傾向を示すという一般法則のことである。この転

換は大衆迷動によって形成された大衆型政党に現れており、これらの政党は最

初に大衆による民主的制御を強調していた。運動を主導する大衆の不安定性は

必然的に専門化された、非代表的で、比較的不変な指導小集団を生み出し、大

衆運動は最終的に彼らによってコントローノレされる。彼らは政党が設立当初に

追求していた公共目標ではなく、組織の生存とその中での彼らの地位に1J!i1心を

持っている。

しかし、現在ニッチ政党の代表党としての緑の党は、精準約な議題の設置と

社会抗争運動の組織による政党の社会復帰を実現させ、政党と有権者の聞の安

定した社会的つながりを構築し、政党の台頭に有権者基盤を築いた。一方、線

の党が大衆政党のように世論の変化に応じてその政策を調援すると、有権者か

ら罰を受ける (Adams，Clark， Ezrow&Glasgow 2006 : Blings 2020)。し

たがって線の党自身の選挙戦略もまた緑の党の台頭に影響を与える要紫である。

次に、緑の党エリートもまた緑の党の強化に一定の役割を果たしている。

Blings (2020)がスウェーデンとドイツの緑の党を研究したところ、緑の党は

依然として社会運動と相互補完的な関係を保っており、両者の震安な粋を維持

することが緑の党エリートであることが分かった。政党エリー卜は蕊織的な努

力を行い、 2つの方法で政党と政党を促進する社会運動に近つける必要がある。

まず、特に社会運動と政党との衝突が後者の問題所有権を脅かす場合、政党エ
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リートは政策問題について運動組織の提案を求める必要がある。あるいは、政

党エワートは衝突を紡ぐためにまず社会運動の立場をとる。

4.議論と展望

現在の緑の党研究には、主に 2つの論理が存在する。 lつ自は選挙市場の

「需要」から緑の党の台頭を説明する論理である。この論llliは、社会経済的変

化による新たな価値観、新たな階級、そして新たな社会問題(現場問題)の出

現に着目している。 2つ目は政治的アクターの「供給」から緑の党の台頭の原

因を解釈する論理である。この論壊はさらに、外部の政治条件と内部の主要素に

分けている。外部供給側は政治的機会構造と既成政党の戦略を強調している、

内部供給側は緑の党自身に注目している。

しかし、一部の研究者が指摘するように、緑の党の台頭は需要側と供給側の

数多くの要素による相互作用の結果であり、ただ一つの論理から線の党の台頭

を説明することは不十分である (Carter2007・112)。このため、緑の党研究

は既存の「需要側」と「供給側」を統合する必要があるとされている

(Muller.Rommel 1998 ; Carter 2007 ;金丸裕志 2010)。

しかしながら、このような統合的な分析枠組みは、ただ政治市場の参加者の

行動要因を機械的に統合しただけであり、その中の「政治的な関連性」を見逃

してしまう。つまり、一般的には、有権者の価値観、社会文化および理性的な

選択行為の発生は政治市場の流通の一環に入ってこそ政治的な意味を持ち、そ

うでなければ社会的な意味しかない。また、政治γステム論からすると、政党

は社会と政治をつなく「紐帯」である。それゆえ、供給側と需要側の要素を仲

介すること往々にして政党である。このように、政党は政党政治研究における

最も重要な要素であり、緑の党を研究する際に緑の党そのものに「回帰」する

必要がある。
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まず、 GrantとTilley(2019)は、 1980年代から1990年代までの成立初期

の緑の党に対して、現在の線の党への主流政党の戦略の影響は大きくないとい

う新たな発見を確認したが、その原因は何であるのかについてさらなる分析が

必要である。

次に、政党活動家の能力 (Tavi旬 2006)と政党の政策調盤能力 (Adams

Clarkら 2006)は、新興政党の選挙パフォーマンス、ひいては政権参碩の成

否に影響を及ぼしうることはいくつかの研究が指摘するところである。この点

については、原発問題をめぐってSPDと妥協した結果、赤緑連合の成立を実

現させた1998年のドイツの緑の党の事例が証拠として挙げられる (Jachnow

2013)が、このような「穏健化 包摂」理論が緑の党に関する多国間の比較研

究でも有効かどうかは不明である。

続いて、緑の党の「草の根民主主義」の特徴に関する研究(白升和宏 2013; 

RudigとSajuria2020)は近年出てきたが、こうした緑の党の特徴はその台

頭にどのような影響を与えたかについてはまだ不明確である。

さらに、政党のタイプ、特に多くの緑の党がもっ「社会i型動型政党的」な特

徴 (Blings2020)は、緑の党の発展をいかに影響するのかも興味深い課題で

ある。

実際、 JonBurchell (2001)の観点によれば、緑の党は「理論性」と「実

用性」の両方を持っている政党であり、政権参蘭を実現するためにその党の組

織構造や政策主援を改革する「柔軟性」が高い。また、 Beyensら (2016)は、

新輿政党の成敗はその党の組織構造の強弱によることであると指摘した。この

点について、例えば、カーターは2000年代初頭のフランスの線の党の失敗の原

因を分析した上で類似する結論も得た (Carter2日日7)。要するに、緑の党の

組織構造、とりわけその「柔軟さ」と「強図さ」が党の命運に与えた影響につ

いて、これからさらに深く掘り下げる意味が大きいと言えるだろう。

以上の議論は、政党そのものにかかわる要因、すなわち党の組織構造、政党
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戦略、リーダーシップなどが緑の党の台頭に及ぼした影響を無視できないこと

を示している。これは未来の研究に新しい方法を提供する。需要側と外部的供

給側から緑の党の台頭を探る古典的な研究は現段階ではその台頭を十分に説明

することはできなくなっている。緑の党が政府に入り、いくつかの政治的障害

に直面した時、線の党自身の組織構造、政策戦略、リーダーシップなどすべて

の党内変化の内部的供給側の原因こそが緑の党の台頭の引数を最も説明できる

ようである。すべての政党と同様に、緑の党も時間の経過とともに彼らの行動

様式、イデオロギ一、政治戦略などを調整し、伝統的な政治環境に制御不可能

な影響を与え続けるほか、緑の党自身の成否にも大きな影響を与えている。未

来の研究はこのような進化の観点から緑の党の政党戦略を比較することができ

る。このように、政党そのものに者自する緑の党研究は未だに「発展途上」に

あり、今後の課題でもある。
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